別紙４様式第２号
共有者不明農用地等に係る農用地利用集積等促進計画への同意について
年 月 日

住所：
氏名： 　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

農業委員会会長

農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法律101号）では、所有者（二分の一以上の共有持分を有する者）が分からない農用地等であっても、共有者の一人が判明していれば、農業委員会の探索・公示を経て農地中間管理機構に農用地等を貸し付けることが可能となる措置が講じられています。
今般、下記の共有者不明農用地等については、地域の担い手等による利用の意向があったことから、農地中間管理事業の推進に関する法律第22条の２第２項に基づき、不確知共有者に関する情報の探索を行いました。その結果、貴殿が共有持分を有する可能性があることが判明したことから本書類をお送りしております。
長崎県農地中間管理機構では、当該農用地等について、地域の農用地等を保全・活用していく観点から、別添の農用地利用集積等促進計画により借り受けることを検討しており、当農業委員会では長崎県農地中間管理機構からの要請を受けて、共有持分を持つ方への当該計画への同意の可否を確認しております。
つきましては、別紙により、
①当該農用地利用集積等促進計画に同意する
②当該農用地利用集積等促進計画には同意しないが、自ら耕作する等により農用地等の活用を行う。
③当該農用地利用集積等促進計画に同意せず、かつ、自らによる農用地等の活用も予定していない
のいずれかを御回答下さい。
なお、③をご選択いただいた場合には、当該農用地等が遊休化することを防止するため、農地法第41条第１項の規定による都道府県知事の裁定により、最終的に農地中間管理機構に利用権が設定される可能性があることにご留意下さい。
以上を踏まえて、別紙に必要事項を記入の上、○月○日（※）までに返送してください
ますようお願いいたします。
（注）
・期限までに返信がない場合には農地中間管理事業の推進に関する法律第22条の３に基づく２か月間の公示を経て、当該農用地利用集積等促進計画に従い、〇〇県農地中間管理機構に賃借権又は使用貸借による権利が設定される場合があります。
・ 農用地利用集積等促進計画による貸付けが行われた場合には、○○県農地中間管理機構から代表者である○○氏に賃料をお支払いすることとなりますが、貴殿にも当該農用地に係る費用（固定資産税や水利費等）を差し引いた金額のうち持分相当分について請求権がございますので、追って○○氏とご相談下さいますようよろしくお願いします。
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【参考】　所有者不明農地に係る都道府県知事の裁定制度について
農地法上、遊休農地又はそのおそれのある農地であって、その所有者が分からない（共有持分の過半を有する者が分からない）場合には、農業委員会による公示等を経て、都道府県知事が農地中間管理機構に利用権を設定する旨の裁定を行えることとなっております。
今般、上記の共有者不明農用地等について、添付の農用地利用集積等促進計画に同意いただけず、かつ、当該農用地の活用の予定もない場合には、当該農用地が上記裁定制度における遊休農地となるおそれのある農地に該当することとなります。そのため、都道府県知事の裁定を経て最終的に農地中間管理機構に利用権が設定される場合があります。

（備考）
１ 共有者不明農用地等の所在等の記載欄は、必要に応じ、行を加除することができます。
２ 農用地利用集積等促進計画案を添付してください。
３ ※については、書面の送付後２週間を経過した日を記載してください。
４ 地域の農用地等の利用に関する文書（地域計画（農業経営基盤強化促進法第19条第１項に規定する地域計画をいう。）等）があれば添付してください。
